地域スポーツ振興に寄与する組織と施設について : 本学での取り組みを中心に by 中嶋 大輔 & 辻 淺夫
地域スポーツ振興に寄与する組織と施設について 53
１．はじめに
スポーツ基本法に基づき 2012年 3月に策定されたスポーツ基本計画では，住民が主体的に参
画する地域のスポーツ環境の整備促進を，「コミュニティの中心となる地域スポーツクラブの育
成・推進」，「地域のスポーツ指導者等の充実」，「地域スポーツ施設の充実」，「地域スポーツと企
業・大学等との連携」の 4点にまとめている。そして，地方公共団体に対する期待としては，こ
れらの実現に向けた首長部局や教育委員会等のスポーツを所管する組織間の連携強化と，教育機
関の体育・スポーツ施設の地域との共同利用化の橋渡し的役割が挙げられている。
本論では，まず，住民が主体的に参画する地域のスポーツ環境を整備するために重要であるス
ポーツ推進委員や競技団体，総合型地域スポーツクラブといった組織について概観する。具体的
には，市区町村教育委員会が委嘱を行ない地域のスポーツ振興に尽力するスポーツ推進委員の活
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〈Summary〉
The paper examines the extent to which regional sport organizations correlate with the 
regional sport facilities.  Generally, regional sport activities have been promoted by measures 
taken and supported by the MEXT, a variety of sport organizations, and those local 
facilitators appointed by local government, to further enhance the movements such as the 
‘establishment of regional sport clubs’ by the MEXT.  Moreover, cases are that activities have 
been conducted, not in the facilities established especially for that purpose, but in those that 
are part of the public and educational institutions.
It has also been the case that most sport clubs are established within the sphere of 
elementary and junior high schools in the vicinity, whereas the recent trend is toward an 
increase of regional sport clubs established in liaison with high schools and universities.  In 
Kyoto prefecture, the athletic association and the board of education have collaboratively 
taken parts in supporting such activities in fourteen public high schools and some 
universities to promote lifelong learning, utilizing the facilities and resources of those 
schools efficiently.
The present research, in conclusion, includes summary notes of these trends to point 
out some outcomes and problems taking the case of KUFS’s engagements to promote its 
regional sport activities.
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動や，競技の普及活動に力点を置く競技団体，そして，これらの組織によって展開されている総
合型地域スポーツクラブ（以下，総合型クラブ）についての概観である。
つぎに，地域のスポーツ活動の場である地方自治体が所有するスポーツ施設と教育機関におけ
る体育・スポーツ施設の実態についての整理を行なう。ここでは，我が国のスポーツ施設の
60％を占める学校体育・スポーツ施設の内訳や施設開放の動向について整理し，学校体育・ス
ポーツ施設を拠点にした地域スポーツ活動といえる総合型クラブについての課題整理を試みる。
さらに，近年増加している京都府内の高等学校や大学を拠点にした総合型クラブの取り組みを
概観した上で，京都外国語大学・京都外国語短期大学（以下，本学）における所在地近隣小学校
区の小学生を対象としたスポーツ教室活動を事例に，地域住民と高等教育機関における効果と課
題についての整理を試みる。
2．地域スポーツ振興と組織
2‒1．スポーツ推進委員
地域のスポーツ振興の根幹を支えてきた組織としては，まず，スポーツ推進委員制度が挙げら
れる。この制度は，1957年の文部次官通達により体育指導委員制度として発足し，1961年に制
定されたスポーツ振興法第 19条において，市区町村教育委員会任命の体育指導委員制度として
法的に位置づけられた。
その後，2011年 8月にスポーツ振興法は 50年ぶりに全面改正され，スポーツ基本法が施行さ
れている。このスポーツ基本法では，今日的なスポーツ活動の理念を定め，国及び地方公共団体
の責務やスポーツ団体の努力などについて定めており，附則では，スポーツ振興法にうたわれた
従来の「体育指導委員」は「スポーツ推進委員」とみなすと規定されている。そして，新たに
「連絡調整等の職務」が加わり，地域スポーツ振興の推進役であるスポーツ推進委員のコーディ
ネーターとしての役割が一層期待されるものとなり，その責務の重要性とともに，活躍の場は今
後さらに広がっていくものと思われる。
市区町村教育委員会は，生涯学習の観点から地域住民へのスポーツ教室や各種大会などを提供
できる人材の確保に努め，スポーツに関する深い関心と理解を持つ地域住民の中から人選し，非
常勤公務員に位置づけられているスポーツ推進委員として委嘱する。スポーツ基本計画で明文化
されている「地域のスポーツ指導者等の充実」に関しては，市区町村単位で組織されるスポーツ
推進委員会が近隣の市町村区域で構成される協議会や連合会を組織し，熱意と能力のある委員の
養成に向けた研修機会の充実やニーズの把握を行ない，効果的な活用方策の検討と普及啓発活動
を定期的に行なっている。
これらの活動を支援する形で都道府県レベルでも協議会や連合会を組織し，情報提供や研修会
の実施を行なっている。全国 47都道府県で結成されている組織としては，公益社団法人全国ス
ポーツ推進委員連合があり，表 1のようなビジョンに基づき，連携・協力しながら資質向上のた
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めの研修会や事業を行っている。
しかし，組織構成員の固定化による高齢化や事業自体のマンネリ化などの課題を抱えており，
次代の担い手不足を危惧する団体が多く存在している。
 表 1 「全国体育指導委員連合の組織改革の考え方と方向」
基本的な方向
地域におけるスポーツ振興のコーディネーターであるスポーツ推進委員の全国
組織基盤の確立及び時代の変化に応じた職務を果たしていくための資質の向上
と公益的な活動の充実。
3つのビジョン
広く国民のスポーツ振興
と健康づくりに貢献する
組織
時代に応じて自己変革す
る組織
スポーツ推進委員自らが
支える組織
具体的戦略
時代の変化に対応し，国
民の幅広い層を対象にし
た事業や地域課題を解決
する公益的事業の推進。
行政や各都道府県協議会
等と一体となった事業の
展開
スポーツ推進委員の資質
の向上と意識の改革。地
域のコーディネーターと
しての意識の喚起。地域
課題に「気づき」主体的
に「かわる」組織への変
革
各都道府県協議会等との
連携を大切にし，スポー
ツ推進委員一人ひとりの
支えにより発展していく
組織の構築
（出典：公益社団法人全国スポーツ推進委員連合資料 1））
2‒2．競技団体
我が国においては，ジュニア期の競技者については学校における指導者が，トップレベルを目
指している競技者については大学，企業等における指導者が，それぞれの考え方に基づき指導を
行い，これらの競技者のうち国内の競技大会で好成績を収めた者をオリンピック競技大会をはじ
めとする国際競技大会への参加にあたり強化するという競技者の育成方法が主体となってきた。
しかしながら，この方法では，競技者の能力を将来に向けて適切に伸ばすための指導が十分行
われず，とりわけ競技者の育成において最も重要なジュニア期における指導が各学校段階を通じ
て継続的に行われにくいことや，競技者の育成を計画的に行う諸外国と比較して，我が国では
トップレベルの競技者が多く輩出されず，国際競技力の低下を招いた要因の一つに挙げられてい
ること，また，少子化の進行等により競技人口の縮小が懸念される中，自然に淘汰されて選び出
された競技者を強化するという育成方法では，今後の国際競技力の向上は望みにくい状況にあった。
このため，2005年には，各競技団体で現在の育成方法を見直し，優れた素質を有する競技者
が，指導者や活動拠点等にかかわらず，一貫した指導理念に基づく個人の特性や発達段階に応じ
た最適の指導を受けることを通じ，トップレベルの競技者へと育成される「一貫指導システム」
を構築している。
普及活動に関しては，一部の競技団体の例を表 2に挙げている。特に，公益財団法人日本サッ
カー協会（以下，JFA）においては，「JFAの最大の目的がサッカーの普及」という姿勢が明確
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にされており，重点的に取り組んでいる施策である「キャプテンズ・ミッション 2）」においては，
サッカーの普及とスポーツ環境の充実を主目的としており，日本においては最も普及側面に力を
入れている団体といえる。
従来，中央競技団体が取り組んでいた普及活動は，ジュニア育成や指導者養成，大会事業が主
だったといえるが，今後は「プロモーション」という考え方の中で捉えられていくであろう。す
なわち，その競技の普及とは，「する人を増やすこと」「見る人を増やすこと」「より多くの関係
者を増やすこと」であるといえる。「する人を増やす」という観点からは，ジュニアの育成や指
導者の養成，大会としての機会の創出，多様な競技環境の創出，競技場所の整備と確保などに
よって行なわれていくであろうし，「見る人を増やす」という観点からは，TVなどの魅力増大
による観戦機会の増加やWEB放映などといったチャンネルの多様化，また，大会などの魅力あ
るコンテンツ化，イベントによる契機創出があげられる。さらに，「より多くの関係者を増やす
こと」という観点からは，イベントをはじめとした社会への貢献，関係者の顧客化ということを
行なっていくであろうと考えられる。
表 2 「競技団体の普及活動一例」
競技団体名 プロジェクト名 概　　要
サッカー
キッズプロジェクト
将来大きな可能性に刺激を与え，こどもたちの「財産」
を 10年後により大きくする
スーパー少女 
プロジェクト
サッカー経験の有無を問わず，将来日本の女子サッカー
を支えうる才能ある人材として，長身の選手，身体能力
の高い選手を一般公募により選出する。初心者であって
も，基礎から集中的にトレーニングを行う
バレーボール ゴールドプラン
小学生，中学生を対象に少子化，スポーツのニーズの多
様化，指導者不足等々の課題を横断的・総合的に期間を
決めて組織全体で取組む
バスケットボール 強い日本のために 少年少女とバスケットボールとの出会いを日本全国で創出
テニス テニスの日
全国ボレーボレー大会，有明メインイベント，47都道府
県共同イベント，クラブ・スクール個別イベントの開催
ラグビー
『ラグビー体験 
キット』貸し出し
ラグビープロモーションの一環として，ボールを持って
走る・パスをする・ステップを踏む等のラグビーの特性
を気軽に体験できる『ラグビー体験キット』の無償貸し
出し
（出典：筆者作成）
2‒3．総合型地域スポーツクラブ
「総合型クラブ」は，行政主導から市民中心の社会へと社会システムの転換が進んだことを背
景に「いつでも，だれでも，どこでも」「多種目・多世代・多志向」でスポーツを楽しむことが
できる環境づくりのため，1995年頃から育成が推進されてきた。「スポーツ振興基本計画（2000
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年）」では，2010年までに「全国の各市町村に 1つ以上の総合型地域スポーツクラブの育成」，
「各都道府県に１つ以上の広域スポーツセンターの育成」が目標として設定された。その後，文
部科学省の育成推進事業（2004～2008年度）やスポーツ振興くじ（toto）による支援事業（2002
年度～）により育成が加速された。2011年 7月 1日現在，全国で 3,241クラブが設置されており，
育成率（総合型地域スポーツクラブが 1つ以上ある市町村の割合）は 75.4％となっている。ただ，
クラブの置かれている環境は千差万別であることから，その概要は多種多様である。そこでは，
地域の住民が主体となって地域の実情に応じて，身の丈に合った運営を目指すことで，地域に根
ざした個性豊かな総合型クラブが全国に数多く育成されることが期待されており，「新しい公
共」の事例の一つとしても紹介されている。
総合型クラブは「いつでも・だれでも・どこでも」「会費などによる受益者負担の原則」と
いった特徴にもみられるように，地域住民による自主運営が本来の姿である。ただ，すべてのク
ラブが本来の姿にあるとはいいがたく，各市町村に 1つ以上という行政目標が設定されたことも
あり自治体主導で設置，運営されている団体や補助金に頼らざるを得ない団体も数多く見られる
のが現状である。
また，総合型クラブの経営資源である「ひと」に焦点をあててみると，指導員，クラブマネ
ジャーの育成については，クラブでの指導員に関する部分とクラブ運営に関する部分に分けられ
る。「いつでも・だれでも・どこでも」スポーツをすることがでる環境をめざす総合型地域ス
ポーツクラブにとって，年代も志向も技術レベルも多様である参加者に対して，それぞれに適し
た形で指導できる指導者は欠かせない存在である。
このスポーツ指導者の状況について，日本体育協会の「公認スポーツ指導者 3）」としての登録
者は全国で約 15万人となっている。約 20万人の「スポーツ指導基礎資格 4）」の認定者を加え，
約35万人がスポーツ指導者として登録している 5）。また，クラブの運営を担うクラブマネジャー
の存在も重要である。日本体育協会では「公認スポーツ指導者」の「マネジメント資格」により，
スポーツへの理解と組織運営の能力を有する人材の育成を進めている。ただ，その登録者はクラ
ブマネジャー 230人，アシスタントマネジャー 3,166人であり，クラブマネジャー数はクラブ
数の 1割にも満たないのである。
3．地域スポーツ振興と施設
3‒1．体育・スポーツ施設
我が国のスポーツ施設は，社会体育施設，学校体育・スポーツ施設，民間体育施設に大別され
る。社会教育調査 6）によると社会体育施設は，1955年の 1,634箇所から 2002年の 47,321箇所ま
で急増し，その後は変動をみせずに推移している。また，学校体育・スポーツ施設では，教育機
関の多くが体育の授業や運動部活動のために，体育館やグラウンド，プールなどの施設を保有し
ている。「体育・スポーツ施設現況調査 7）」によれば，小・中学校や高等学校，専修学校の体
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育・スポーツ施設が 136,276箇所，短期大学・大学および高専の体育施設が 8,375箇所となって
いる。一方，民間体育施設は，1,987年の 13,447箇所から 1996年の 18,146箇所でピークを迎え，
以降は微増減を繰り返しており，2008年では 17,323箇所となっている。
この中で，地域のスポーツ振興の拠点となっている社会体育施設と学校体育・スポーツ施設の
内訳を表 3にまとめた。我が国のスポーツ施設の 60％を占める学校体育・スポーツ施設の有効
活用については，1961年に策定されたスポーツ振興法により実施されてきた学校体育施設開放
事業によって，2008年度には 98.3％の市区町村で学校体育施設の開放を実施している。この事
業による施設別の開放実施率は，体育館が 87.3％，グラウンド 80％，プールが 26.7％となって
いる。
　　 表 3 「主なスポーツ施設の数（社会体育施設と学校体育・スポーツ施設）
社会体育施設数 学校体育・スポーツ施設数
多目的運動広場 7,106 35,933
体育館 6,825 37,339
水泳プール（屋外） 2,257 28,171
水泳プール（屋内） 1,627 　788
庭球場（屋外） 4,965 9,542
庭球場（屋内） 　188  　80
野球・ソフトボール場 6,240 1,914
（出典：文部科学省「社会教育調査」（2008）より作成）　　
前述した総合型クラブの活動拠点をみてみると，「学校体育施設」が 55.1％で最も多く，「社会
体育施設」が 36.3％，「自己所有施設」，「休校・廃校施設」がともに 1.6％，「民間スポーツ施
設」が 1.2％などとなっている。今日的課題としては，利用規制が存在する点が挙げられる。例
えば，半数以上を占める学校体育施設において，管理責任者である学校長の裁量によって学校行
事を理由にした使用制限が発生する。また，社会体育施設においては，毎月の利用調整で現存す
るサークルやクラブチームとの競合を避けなくてはならず，恒常的な活動場所を得ているとはい
い難いのである。
4．地域のスポーツ振興を支える大学
4‒1．動向について
近年では，地域のスポーツ振興を目指す拠点として，高等学校や大学における総合型クラブの
設立が増えつつある。大学を例に挙げると，国立大学では，福島大学（スポーツユニオン），群
馬大学（群大クラブ），筑波大学（茨城県・つくばユナイテッド），横浜国立大学（TNUスポー
ツアカデミー），岡山大学（岡大場ジャーズ），鹿屋体育大学（鹿児島県・NIFSスポーツクラ
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ブ）や京都教育大学，愛媛大学などが挙げられる。また，私学においても，北翔大学（北海道・
スポルクラブ），流通経済大学（茨城県・ドラゴンズ），早稲田大学（埼玉県・所沢市西地区，
WASEDA CLUB），同志社大学（京都府・京たなべ・同志社），びわこ成蹊スポーツ大学（滋賀
県・BIWAKO SPORTS CLUB），東亜大学（山口県・コミュニティクラブ東亜）などで総合型ク
ラブの取り組みがみられる。これらの大学に共通する特徴は，その多くが，体育・スポーツ系ま
たは教育養成系の学部学科を有する大学であるという点である。
4‒2．京都府の現状
京都府においては，京都府教育委員会と京都府体育協会が連携し，準備期間のクラブを含めて
14校の府立高等学校や大学の活動支援を行なっており，高等学校や大学の資源を有効活用した
地域振興や生涯学習の促進を目指している。京都府内の総合型クラブのうち，設立準備期間のク
ラブを含めると 41クラブが存在し，表 4に示したように，高等学校を拠点にしたクラブが 9ク
ラブ，大学を拠点にしたクラブは，設立準備を進める本学を含めた 4クラブとなっている。
　　表 4 「高等学校・大学を拠点にした総合型クラブ（京都府内）」
高等学校
校名 クラブ名 設立年度
加悦谷高等学校 ジラソーレ与謝スポーツクラブ 2008.3.18
宮津高等学校 （準備中）
東舞鶴高等学校 （準備中）
綾部高等学校 あすれっつ綾部 2008.6.21
南丹高等学校 南丹アスリートクラブ 2009.3.12
鳥羽高等学校 鳥羽クラブ 2009.2.22
久御山高等学校 久御山Ｋ・Ｂスポーツクラブ 2008.6.4
京都八幡高等学校 京都八幡ジュニアクラブ 2010.3.30
南陽高等学校 （準備中）
大学
京都教育大学 京都教育大学地域スポーツクラブ 2007.11.10
京都文教大学 （準備中）
同志社大学 京たなべ・同志社スポーツクラブ 2008.4.25
京都外国語大学 京都外大クラブ （準備中）
（出典：京都府教育委員会「京都府の総合型・地域スポーツクラブ設置図」2011年 2月から筆者作成）　　
本学では，京都府文化環境部スポーツ振興室，公益財団法人京都府体育協会から総合型クラブ
設立準備に係わる助成対象団体として 2011年度から助成金の支給を受けている。これ以前は，
独立行政法人国立青少年教育振興機構から「子ども夢基金」の助成を受けてきた。本学がこのよ
うな助成を受けるに至る実績としては，2003年度から開催している「夏休み子どもスポーツ体
験ウィーク」がある。
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5．京都外国語大学の取り組み
5‒1．「夏休みこどもスポーツ体験ウィーク」事業開始に至る背景
ヨーロッパにおいては，1960年頃から「Sports for All」，すなわち「スポーツは一部の競技者
だけが行うものではなく，老若男女を問わず誰でもが生活を豊かなものにするための趣味として，
また健康のために行うもの」8） であるとする理念が提唱されるようになる。
そして，1974年欧州評議会，体育・スポーツ閣僚会議において「ヨーロッパ・スポーツ・
フォー・オール憲章」が採択され，「人は誰でもスポーツに参加する権利がある」（第 1条）とす
る「スポーツ権」を宣言し，「スポーツを人間の重要な要因として受け止め，公共機関による適
切な財政援助が必要である」（第 2条）と公共スポーツ政策の必要性を認めたことは大変意義深
いものであった 9）。
その後，1995年に欧州・スポーツ閣僚会議では，「ヨーロッパ・スポーツ憲章」及び「スポー
ツ倫理要領」が採択された。「ヨーロッパ・スポーツ憲章」では，トップレベルおよびプロス
ポーツに対する支援と広範囲に Sports for Allの理念の追求が及んでいることが評価されている。
また，フェアプレー（ルールの範囲内で競技を行うこと以上のものであり，友情，他者への尊敬，
そしてつねに公平な精神でもって競技することに結びついた概念）の精神を競技のスポーツの基
盤に置くことを謳っている「スポーツ倫理要領」10） が採択されたことは，最近のスポーツ界に見
られる危機的状況を考える時，極めて意義のあることといえる。
我が国では，1964年に東京オリンピックを開催するにあたり，その根拠法令としての性格も
持たせた「スポーツ振興法」が制定された。このスポーツ振興法は，「この法律は，スポーツの
振興に関する施策の基本を明らかにし，もって国民の心身の健全な発達と明るく豊かな国民生活
の形成に寄与することを目的とする」とした総則（目的）から始まる全 23条からなり，スポー
ツの定義，行政計画の策定，施設設備，指導者養成，国民体育大会や各種競技会の開催，研究，
補助金などのスポーツ振興に必要となる関連領域を網羅した法律である。しかし，この法律に
よって東京オリンピックの成功，国体の安定化，各種スポーツ指導者の養成やスポーツ施設整備
の促進に貢献したものの，第 4条計画の策定「文部科学大臣は，スポーツの振興に関する基本的
計画を定めるものとする」に規定されている国の「スポーツ振興基本計画」については 40年近
く策定されず，期待された効力を発揮しなかったともいえるのである。
ようやく 1999年に，21世紀におけるわが国のスポーツ振興施策を体系的かつ計画的に推進し
ていくために文部大臣（現文部科学大臣）は，「スポーツ振興法」第 4条に基づいて「スポーツ
振興基本計画」を早急に策定すべく保健体育審議会に諮問した。同審議会は，約 1年の歳月をか
けて「スポーツ振興基本計画のあり方について ― 豊かなスポーツ環境を目指して ― 」と題す
る答申を策定した（2000年 8月）。この「スポーツ振興基本計画」は，2001年から概ね 10年間
で実現すべき政策目標を設定するとともに，これらの政策目標を達成するために必要な諸施策を
提示している。国のスポーツ振興基本計画が策定されたことにより，各都道府県では，スポーツ
地域スポーツ振興に寄与する組織と施設について 61
振興法第 4条に則してスポーツ振興計画を策定し，スポーツ振興に力を注いでいる。
「スポーツ振興基本計画」のスポーツ振興施策の展開方策には，3つの方策が示されている。
具体的には，（1）生涯スポーツ社会の実現に向けた，地域におけるスポーツ環境の整備充実方策，
（2）我が国の国際競技力の総合的な向上方策，（3）生涯スポーツ及び競技スポーツと学校体育・
スポーツとの連携を推進するための方策である。
これらの方策の一つである「生涯スポーツ及び競技スポーツと学校体育・スポーツとの連携を
推進するための方策 ― 子どもたちの豊かなスポーツライフの実現に向けた学校と地域の連携の
推進 ― 」の中に「開かれた学校づくりの一環として，地域の貴重なスポーツ環境としての学校
の体育施設をより有効に活用することは極めて有意義なことであり，学校体育施設の共同利用の
一層の促進を通して，子どもたちを含めた地域の人々のスポーツ活動の場を広げていくことが重
要な課題となっている」11） と記されている。
そこで，スポーツ振興基本計画の「生涯スポーツ及び競技スポーツと学校体育・スポーツとの
連携を推進するための方策」の課題を受けて，図 1に示す地域貢献と大学スポーツの構想のもと，
2003年に本学「夏休みこどもスポーツ体験ウィーク」事業を立ち上げることとした。この事業
は，本学の施設を利用して，子どもたちに，本学学生が直接スポーツを指導することによりス
ポーツ活動の機会を積極的に提供し，豊かなスポーツライフ実現への一端を担い，また学生自身
にも教えることの難しさや教えることによって学ぶことの大切さを体験できる機会を提供するこ
とを目的として実施している。
地域
小学生
学生
体育会部員
大学
教務部
地域貢献と大学スポーツ
スポーツを教える楽しさ
スポーツをする楽しさ
人的資源と施設の開放
（出典：筆者作成）
図 1 「地域貢献と大学スポーツの関係図」
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5‒2．「夏休みこどもスポーツ体験ウィーク」事業について
毎年，「夏休みこどもスポーツ体験ウィーク」事業 (以下スポーツ教室と記す )の参加者に下
記のアンケート調査を実施してきた。このアンケート調査の結果を中心に事業の概要を記す。
ア　ン　ケ　ー　ト
夏休みこどもスポーツ体験ウィーク実行委員会
今回の「夏休みこどもスポーツ体験ウィーク」に参加して，感じたことを聞かせて下さい。
個人の回答が私ども以外に知れることはありませんし，学術的な目的以外に使用することはありません。
１．あなたの小学校名と学年を書いて下さい。
　　　　　　　　　　　小学校 　　　　　学年
２．あなたは何歳ですか。
　　　　　　　　　　　　　　歳
３．あなたの性別は。（○をつけて下さい）　
　　　　　男　子　　　　　女　子
４．今回おこなったスポーツについておたずねします。（○をつけて下さい）
　　　　　　　　　　非常に満足　　　　どちらでもない 　　　非常に不満足
　　サッカー　　　　　　５　　　　４　　　　３　　　　２　　　　１
　　バレーボール　　　　５　　　　４　　　　３　　　　２　　　　１
　　テニス　　　　　　　５　　　　４　　　　３　　　　２　　　　１
　　バドミントン　　　　５　　　　４　　　　３　　　　２　　　　１
５．「夏休みこどもスポーツ体験ウィーク」に何回参加しましたか。（○をつけて下さい）
　 （1）6回参加した
　 （2）5回参加した
　 （3）4回参加した
　 （4）3回参加した
　 （5）2回参加した　　　
　 （6）今回が初めて
　今回参加したのは，なぜですか。（あてはまるものに○をつけて下さい）
　　 ① 参加した「夏休みこどもスポーツ体験ウィーク」が楽しかったから。
　　 ② 友達に参加しようとさそわれたから。
　　 ③ お父さん・お母さんに参加するようにすすめられたから。
　　 ④ 先生に参加するようにすすめられたから。
　　 ⑤ その他（理由を書いて下さい）
６．「夏休みこどもスポーツ体験ウィーク」に参加して，感じたことを自由に書いて下さい。
７．つぎの「夏休みこどもスポーツ体験ウィーク」があれば，どんなことをしたいですか。
　 （1）してみたいスポーツの名前。（たとえば　バスケットボール・柔道）
　 （2）いつしたいですか。（たとえば　夏休みのはじめ・夏休みのおわり）
８．つぎの「夏休みこどもスポーツ体験ウィーク」に参加したいですか。（○をつけて下さい）
　　　参加したい　　　　どちらでもない　　　　参加したくない
９.  「夏休みこどもスポーツ体験ウィーク」は，いろいろなスポーツをしますが，これでよいですか。 
（○をつけて下さい）
　　 ① いろいろなスポーツをするのがよい。
　　 ② 一つのスポーツを続けてするのがよい。（たとえば，サッカー・バレーボール）
　　 ③ どちらでもよい。
10． 冬期（12月～２月）に，種目ごとの参加者を募集し，90分程度（16：30～18：00）のスポーツ教室 
（各種目 5回実施）を計画していますが，参加を希望する種目はありますか。（○をつけて下さい）
　　 ① 参加したい（参加したい種目に○をつけて下さい。）
　　　　  サッカー ・ バレーボール ・ テニス ・ バドミントン ・ タグラグビー
　　 ②どちらでもない
　　 ③参加したくない
アンケートに答えてくださり，ありがとうございます
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5‒2‒1．参加者と参加者数
このスポーツ教室は，小学校 1年生から 6年生までの男女を対象に実施している。2003年度
から 2006年度までは，京都市内の小学生を対象（2003年 7月 5日京都新聞朝刊「スポーツメ
モ」に参加者募集の記事が掲載される）に実施したが，2007年度以後は，地域の一つの小学校
と連携して実施した。表 5は，2012年度の参加者 81名の学年別・男女別一覧である。
　　　　　　　  表 5 「参加者詳細（2012年度）
学年 男子 女子 計
１年  6  4 10
２年  8  4 12
３年  5 10 15
４年  7  4 11
５年 11  7 18
６年 11  4 15
計 48 33 81
2003年度の参加者は 46名，2004年度は 74名，2005年度は 73名，2006年度は 75名，2007
年度は 87名，2008年度は 61名（募集人数は 60名），2009年度は 77名，2010年度は 78名，
2011年度は 63名，2012年度は 81名である。2003年度から 2012年度の 10年間に 715名の参加
者があった。尚，2006年度の参加希望者が 135名になり，抽選で参加者を決定し，以後施設の
使用許容範囲を考慮して 2008年度を除き抽選で参加者を 90名に決定した。
5‒2‒2．実施種目
2003年度はスポーツ教室を 5日間実施し，サッカーとラグビー，少林寺拳法と空手道のどち
らかの種目を選択させ，ニュースポーツ（ペタング・グランドゴルフ・シヤッフルボード）・合
気道・バレーボールと合わせて 5種目のスポーツを参加者全員に体験させた。2004年度以後は 4
日間実施し，4種目のスポーツを体験させた。実施種目は，2004年度：サッカー・バレーボー
ル・チアーリーディング・少林寺拳法 /空手道（どちらかの種目を選択），2005年度：サッ
カー・バレーボール・チアーリーディング・バスケットボール，2006年度：サッカー・バレー
ボール・バドミントン・少林寺拳法 /空手道 (どちらかの種目を選択 )，2007年度：サッカー・
バレーボール・バドミントン・テニス，2008年度：サッカー・バドミントン・テニス・ハンド
ボール，2009年度：サッカー・バレーボール・バドミントン・ハンドボール，2010年度から
2012年度：サッカー・バレーボール・バドミントン・テニスである。
5‒2‒3．次年度のスポーツ教室参加希望者の割合
2003年度の参加者では，次年度のスポーツ教室の参加を希望者する割合は，男子 83％ 女子
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95％であった。次いで 2004年度は男子 93％ 女子 84％，2005年度は男子 86％ 女子 87％，2006
年度は男子 96％ 女子 93％，2007年度は男子 82％ 女子 87％，2008年度は男子 81％ 女子 97％，
2009年度は男子 76％ 女子 94％，2010年度は男子 76％ 女子 100％，2011年度は男子 70％ 女子
89％，2012年度は男子 81％ 女子 97％である。これらから，スポーツ教室の参加者は，各年度
で概ね 80％以上の割合で次年度のスポーツ教室を希望していることが把握できた。
5‒2‒4．参加回数と参加理由
2012年度の参加回数を表 6に，参加理由を表 7にそれぞれ示した。参加者は抽選で決定され
るが，1年生から 6年生の 6年間に実施された全てのスポーツ教室に参加している者が 4名存在
しており，また 2回以上の参加者が 60％を超えている。
また，2012年度の参加理由では，参加した「スポーツ教室が楽しかったから」と回答した参
加者が 29名と最も多い回答になっている。次いで回答の多かった「お父さん・お母さんに参加
するようにすすめられたから」との回答について，教室を見学している保護者にヒヤリングした
結果，「学年の違う仲間や大学生指導者といった上下での繋がりは貴重な体験である」との意見
が多く聞かれた。このような参加回数と参加理由，ヒヤリングからもスポーツ教室が評価されて
いることがわかる。
表6 「参加回数（2012年度）」
6回参加した  4
5回参加した  4
4回参加した  9
3回参加した 13
2回参加した 16
今回が初めて 35
無回答  0
計 81
表 7 「参加した理由（2012年度）」
参加した「夏休みこどもスポーツ体験ウィーク」が楽し
かったから
29
友達に参加しようとさそわれたから 9
お父さん・お母さんに参加するようにすすめられたから 25
先生に参加するようにすすめられたから 0
その他 18
無回答 0
計 81
5‒2‒5．2011・2012年度のスポーツ教室参加満足度
このような参加者にスポーツ教室の満足度調査も実施している。例えば，2011年度の各ス
ポーツ種目の「非常に満足」と「満足」の合計は，サッカー―で 82.5％，バレーボールで 84.1％，
テニスで 91.3％，バドミントンで 82.6％である。また，2012年度では，サッカーで 75.3％，バ
レーボールで 85.2％，テニスで 77.8％，バトミントンで 74％となっており，年度毎の各スポー
ツ種目の満足度が 75％を超えていることを把握している。
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図 2 「参加者の満足度（2012年）」
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図 3 「冬季スポーツ教室希望種目」
6．おわりに
本小論では，地域スポーツの振興に係わる「ひと」「もの」に着眼し，スポーツ推進委員の概
要とスポーツ施設について概観し，これらに存在する課題を指摘した上で大学を拠点とした地域
スポーツ振興を本学での事例を中心に捉えてきた。
本学で実施しているスポーツ教室において，参加者は，「面白くて来年も参加したい。」「色々
とお姉さん，お兄さんが教えてくれて楽しかった。」「とても楽しく，分かりやすく教えてくれる
し，色々学べたから何度も来たくなる。」「色々なスポーツ 4つ体験して，色々学ぶことができて
良かった。それにスポーツするのが楽しくなった。」と述べている。
また，指導者である大学生への調査では，「子供達とバドミントンを一緒に楽しむ事によって，
また自分達自身教える事によってバドミントンの楽しみを再確認した。」「子供たちと触れ合う機
会があまりないのでとても楽しかった。」「この行事を通してスポーツにおいて，“楽しむこと”
が本質であるということを再認識できた。」「自分の好きなスポーツを通して地域の子どもと触れ
合うことができ，良い経験になった。」と回答している。これらから，参加者は，スポーツをす
ることや学生との触れ合いに楽しさを見出し，指導した学生は，スポーツを教える体験を通して
自分自身が学ぶ良い機会になったと評価できるといえる。
一方で，大学という資源を活用した地域のスポーツ振興においては，以下の 2点を課題として
露呈している。第 1に大学が一体となった地域貢献事業としての位置づけが必要であるという点
である。2006年 6月の学校教育法の改正において，従来の学術研究，人材育成に加え，教育研
究の成果を広く社会提供することが大学の果たすべき新たな役割として位置づけられている。既
に本学では，「夏季英語セミナー」や「生涯学習講座」，「図書館市民利用制度」等の生涯学習社
会を支える機能を市民に対して発信しており，これらとスポーツ教室が一体となって地域貢献プ
ログラムを展開することによって，本学が保有する人的リソースの有効活用と効果的なＰＲ効果
に繋がるであろう。
第 2には，指導者の質の保証をいかにして担保するかという点である。総合型クラブを展開す
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る他大学には，スポーツや健康に関する学科や強化指定クラブを中心に学生と教員がスタッフと
して活動している。本学においては，事前ミーティングにおいて指導案の提出を義務付けており，
議論を交えながら指導を行っているが，学外指導者制度を採用している種目に関しては，指導に
関する協力を得ていく必要があろう。
これまで述べてきたように，地域スポーツの振興に関しては，様々な組織や施設がこれに係
わっている。これを円滑に進めていくための最も大きな課題として挙げられるのは，「受益者負
担を原則とした会費制の導入」といえる。従来，地域スポーツ活動の多くは，行政主導による借
り出し型のイベントとして「区民運動会」や「地区対抗球技大会」という形で地域住民の結束や
地域力の向上に寄与してきた。これらの費用は自治体からの補助金や区費などで賄われており，
市民は参加費が無料になるどころか「お土産」まで持ち帰ることもある。
本学における地域スポーツ振興貢献プログラムである「夏休みこどもスポーツ体験ウィーク」
においても，前述したような外部からの補助金によって保険料や消耗品を含む運営費用を賄って
いる現状がある。今後の地域のスポーツ振興におけるキーワードとなる「受益者負担」について、
地域住民である保護者への調査を中心に適正な参加費用の提示を行ない、自主自走できる地域貢
献プログラムへと成長させることを今後の課題としたい。
注
1 ） 「全国体育指導員連合の組織改革の考え方と方向（将来ビジョン）2010 年 11 月策定
2） グラウンドの芝生化等の整備，協議会の充実，中学生年代や女子サッカーの活性化，フットサ
ルの普及など，ＪＦＡが重点的に取り組んでいるミッション。
3） 競技別の専門的な指導に関する「競技別指導者資格」，健康・体力づくりの実技指導に関する
「フィットネス資格」，医科学の知識を基に健康管理や競技能力の向上の援助等に関する「メ
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4） 地域におけるスポーツグループやサークルなどのリーダーとして基礎的なスポーツ指導や運営
にあたるグループリーダー。
5）2011 年 10 月時点
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